
第２期岩手県ふるさと振興総合戦略

(令和５年12月改訂・素案)

岩手県
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概要説明資料



国のデジタル田園都市国家構想総合戦略や「いわて県民計画（2019～2028）」
第２期アクションプラン（政策推進プラン）（以下「第２期政策推進プラン」とい
う。）の策定等を踏まえて、第２期岩手県ふるさと振興総合戦略（以下「総合戦
略」という。）を改訂するもの。

第２期政策推進プラン（令和５年度～令和８年度）の終期と合わせるため、総合
戦略の期間を令和８年度まで２年間延長する。

① 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を勘案する。
② 第２期政策推進プランを組み替えて改訂し、ＫＰＩは、４つの重点事項に関連
する指標やデジタル田園都市国家構想交付金の活用につながる施策と関連する指
標を用いる。

③ ニューヨーク・タイムズ紙の記事を契機とした関係人口・交流人口拡大に向け
た取組を盛り込む。

④ ４つの柱立ては変更せず、「岩手とつながる」の５つの要素指標に、③を踏ま
えて「外国人観光入込客数」を新たに追加する。
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第２期岩手県ふるさと振興総合戦略の改訂趣旨等

計画期間

改訂の趣旨

改訂の方向性



Ⅰ はじめに
（戦略の位置づけ、計画の期間、「いわて県民計画（2019～2028）」との関係、
ふるさと振興の推進）

Ⅱ これまでの取組の成果と課題
（３本の柱ごとの施策推進目標とＫＰＩの達成状況、主な取組内容と成果、評価
結果と今後に向けた課題、これまでの第２期戦略の振り返り）

Ⅲ ふるさと振興の４本の柱と基本目標
（「岩手で働く」「岩手で育てる」「岩手で暮らす」「岩手とつながる」の４本
の柱と基本目標、施策推進目標等）

Ⅳ ４本の柱に基づく戦略の展開
（４本の柱に基づく戦略の各施策）

Ⅴ ふるさと振興を進める分野横断の戦略の展開
（岩手の地域性や強みを生かした分野横断の戦略の各施策）

Ⅵ 総合戦略の推進と市町村等との協働
（総合戦略の推進体制、市町村との協働体制の強化、多様な主体の参画・協働の
推進等）
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第２期岩手県ふるさと振興総合戦略（R５改訂版）（素案）の構成

※主な改訂箇所は朱書き構成



Ⅰ はじめに

１ 本戦略の位置づけ
・ 「岩手県ふるさと振興総合戦略」（平成27年度～令和元年度）の取組の成果と
課題を踏まえた、令和２年度（2020年度）から令和８年度（2026年度）の７年
間の戦略

・ 人口減少に歯止めをかけていくための基本目標、主な取組方向、具体的な施策
等から構成

・ まち・ひと・しごと創生法に基づく国の総合戦略を勘案

２ 計画の期間
令和２年度（2020年度）から令和８年度（2026年度）の７年間

３「いわて県民計画（2019～2028）」との関係
県政全般を対象とした「いわて県民計画（2019～2028）」の人口減少対策に関
係する分野を推進するための戦略

４ ふるさと振興の推進
⑴ 多様な主体が参画した取組の推進
⑵ ＳＤＧｓを踏まえた取組の推進
⑶ デジタル技術を活用した取組の推進
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※主な改訂箇所は朱書き



施策推進目標とＫＰＩの達成状況（令和４年度）

Ⅱ これまでの取組の成果と課題

４本の柱 施策推進目標（指標） 実績値 ＫＰＩの達成状況 今後に向けた課題

岩手で
働く

①【人口の社会増減】
Ｒ１：△4,370人→Ｒ６：０人
②【一人当たり国民所得に対する一人当
たり県民所得水準のかい離縮小】
Ｈ29：86.9→Ｒ４：90.0以上

①Ｒ２：△3,872人
Ｒ３：△2,738人
Ｒ４：△4.113人

②Ｈ30：88.8
Ｒ１：87.2
Ｒ２：89.2

概ね達成以上75％
Ａ：36指標（56％）
Ｂ：12指標（19％）
Ｃ：４指標（６％）
Ｄ：12指標（19％）

社会減については、コロナ禍で生まれた地方回帰の
潮流を一過性で終わらせることなく、若者をはじめ多く
の人々の仕事や移住に関する願いに応える取組を一
層強化する必要があります。また、東京一極集中の是
正には、これらの地方の取組に加え、国による地方重
視の経済財政政策など抜本的な対策が必要です。
県民所得水準の向上に向けては、コロナ禍により影
響を受けた産業の回復を図るとともに、ものづくり産業
の一層の集積、中小企業者の経営課題の解決や魅力
的な観光地域づくり、農林水産業における経営体の育
成や高付加価値化、産業ＤＸの推進等、産業政策を総
合的に展開していくことが必要です。

岩手で
育てる

【合計特殊出生率】

Ｈ30：1.41→Ｒ６：1.58以上
Ｒ２：1.33
Ｒ３：1.30
Ｒ４：1.21

概ね達成以上57％
Ａ：５指標（24％）
Ｂ：７指標（33％）
Ｃ：５指標（24％）
Ｄ：４指標（19％）

安心して子どもを生み育てられる環境づくりを進める
ため、結婚、妊娠・出産から子育て期にわたる切れ目
のない支援を強化する必要があります。また、仕事と
生活を両立できる環境をつくるため、長時間労働の是
正等の働き方改革を推進するとともに、ライフステージ
やライフスタイルに応じた柔軟で多様な働き方の取組
をさらに進めていく必要があります。

岩手で
暮らす

①【生活満足度が高い人の割合の上昇】
Ｒ１：35.0％→Ｒ６：35.0％を上回る
②【生活満足度が低い人の割合の低下】
Ｒ１：32.0％→Ｒ６：32.0％を下回る

①Ｒ２：36.5％
Ｒ３：34.6％
Ｒ４：36.7％

②Ｒ２：31.7％
Ｒ３：27.8％
Ｒ４：33.0％

概ね達成以上67％
Ａ：55指標（44％）
Ｂ：28指標（23％）
Ｃ：８指標（６％）
Ｄ：34指標（27％）

地域の魅力向上のため、医療・福祉や文化、教育な
ど豊かなふるさとを支える基盤の強化を進めるとともに、
若者・女性が活躍できる環境づくりや未来を担う人材
の育成を一層推進していく必要があります。
また、地域経済の活性化には、これらの地方の取組
に加え、国全体での取組が不可欠であることから、国
による地方重視の経済財政政策など抜本的な対策が
必要です。

岩手と
つながる

【関係人口及び交流人口に関連する指標
の向上】
Ｒ１：－→Ｒ６：現状値を上回る要素指標数
５/５

Ｒ２：３指標
Ｒ３：３指標
Ｒ４：３指標

概ね達成以上87％
Ａ：11指標（52％）
Ｂ：７指標（33％）
Ｃ：１指標（５％）
Ｄ：２指標（10％）

国内外の関係人口及び交流人口の拡大に向けて、
デジタル技術を活用した観光誘客に取り組むとともに、
農山漁村の交流体験、文化・スポーツにおける交流促
進等の取組を進め、岩手に来たい、関わりたい、つな
がりたいと思える地域づくりを一層推進していく必要が
あります

※凡例
A(達成）、Ｂ（概ね達成）、
Ｃ（やや遅れ）、Ｄ（遅れ）
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※KPIの達成状況については、実績値が確定しないなどの理由で、
達成度が判定できない指標は除いた数値となっています。



1-3 農林水産業振興戦略

Ⅲ ふるさと振興の４本の柱と基本目標（施策推進目標）

＜基本目標＞

やりがいと生活を支
える所得が得られる
仕事を創出し、岩手
への新たな人の流
れの創出を目指しま
す

＜基本目標＞

医療・福祉や文化、
教育など豊かなふる
さとを支える基盤の
強化を進め、地域の
魅力向上を目指しま
す

＜基本目標＞
関係人口や交流人

口の拡大を図り、岩
手と多様な形でつな
がることのできる社
会を目指します

1-1 商工業振興戦略

1-4 ふるさと移住・定住促進戦略

3-1 魅力あるふるさとづくり戦略

3-3 若者・女性活躍支援戦略

3-4 保健・医療・福祉充実戦略

4-1 関係人口創出・拡大戦略

3 新しい三陸創造戦略

1 国際研究・交流拠点地域形成戦略

3-5 ふるさとの未来を担う人づくり戦略

4-2 いわてまるごと交流促進戦略

3-2 文化スポーツ振興戦略

4 北いわて産業・社会革新戦略

2 北上川流域産業・生活高度化戦略

2-1 若者の就労、出会い・結婚、妊娠・出産
支援戦略

2-2 子育て支援戦略

＜施策推進目標＞

岩手に住みたい、働きたい、帰りたいという人々の願いに応えら
れる豊かなふるさと岩手をつくりあげます。
■生活満足度が高い人の割合の上昇【再掲】

： 36.7％（Ｒ４）⇒36.7％を上回る（Ｒ８）
■生活満足度が低い人の割合の低下【再掲】

： 33.0％（Ｒ４）⇒33.0％を下回る（Ｒ８）

＜施策推進目標＞

結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつ
つ、若い世代の就労、出会い、結婚、妊娠・出産、子育ての願い
に応え、出生率の向上を目指します。

■合計特殊出生率： 1.21（Ｒ４）⇒1.58以上（Ｒ８）

＜施策推進目標＞

岩手に来たい、関わりたい、つながりたいという思いに応え、多
様な形で、いつでも、どこでも、誰もが岩手とつながることのでき
る社会を目指します。
■関係人口及び交流人口に関連する指標の向上

： ３/５（Ｒ４）⇒現状値を上回る要素指標※数６/６（Ｒ８）
※要素指標：観光入込客数、外国人観光入込客数、グリーン・ツーリズム交流人
口、ふるさといわて応援寄付件数、ホームページ閲覧数、ＳＮＳフォロワー数

４本の柱に基づく戦略の展開に加え、岩
手の地域性や優位性等を生かした４つの
分野横断の戦略を展開

岩
手
で
働
く

岩
手
で
育
て
る

岩
手
で
暮
ら
す

岩
手
と
つ
な
が
る

ふるさと振興を進める
分野横断の戦略

1-2 観光産業振興戦略

＜施策推進目標＞

若者の仕事や移住に関する願いに応え、県外への転出超過を
解消する社会減ゼロとともに、ものづくり産業や農林水産業等の
振興による県民所得水準の向上を目指します。

■人口の社会増減 ： △4,113人（Ｒ４）⇒0人（Ｒ８）
■一人当たり国民所得に対する一人当たり県民所得水準の
かい離縮小：89.2 （Ｒ２）⇒90.0以上（Ｒ６※）

※ 指標の元となる県民経済計算年報は、Ｒ８版でＲ６の数値であること

＜戦略全体の
施策推進目標＞

「住みにくさ」、「学びにくさ」、
「働きにくさ」、「結婚しにくさ」
などのあらゆる「生きにくさ」を
「住みやすさ」、「学びやすさ」、
「働きやすさ」、「結婚しやす
さ」に転換し、生活の満足度
の向上を目指します。
■生活満足度が高い人の割
合の上昇：36.7％（Ｒ４）⇒
36.7％を上回る（Ｒ８）
■生活満足度が低い人の割
合の低下：33.0％（Ｒ４）⇒
33.0％を下回る（Ｒ８）

＜基本目標＞

社会全体で結婚、妊
娠・出産、子育てを支
援し、安心して子ども
を生み育てられる社
会を目指します
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Ⅳ ４本の柱に基づく戦略の展開①

１-１ 商工業振興戦略
・ デジタル技術の活用等による生産性の向上やＤＸに対応したリスキリング教
育の充実

１-２ 観光産業振興戦略
・ いわて観光ＤＭＰ※などを活用した観光ＤＸによる観光推進体制の強化

１ 岩手で働く

１-３ 農林水産業振興戦略
・ スマート農林水産業の推進やＥＣサイトなどを活用した販路開拓の促進

２-１ 若者の就労、出会い・結婚、妊娠・出産支援戦略
・ ＡＩを活用した結婚サポート、周産期医療情報ネットワークなどのＩＣＴ等
の更なる活用

２ 岩手で育てる

国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を踏まえて、本改訂により、デジタル
を活用した施策を強化する例

※ ＤＭＰ：Data Management Platformの略。マーケティングに必要な情報（動態データ、消費購買
データ、公的統計データ、アンケートデータなど）を一元管理できるシステム。

２-２ 子育て支援戦略
・ 市町村と連携した子ども・子育て支援の充実に向けたデータの分析や活用
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Ⅳ ４本の柱に基づく戦略の展開②

３-４ 保健・医療・福祉充実戦略
・ 保健医療データの分析等による健康づくりの取組の支援やオンライン診断を
はじめとした遠隔診療の支援

３ 岩手で暮らす

４-２ いわてまるごと交流促進戦略
・ いわて観光ＤＭＰなどを活用した観光ＤＸによる観光推進体制の強化【再掲】

４ 岩手とつながる

３-３ 若者・女性活躍支援戦略
・ デジタル分野をはじめとする新たなスキルの習得等、キャリア形成支援によ
る女性の活躍推進のための環境づくり

３-１ 魅力あるふるさとづくり戦略
・ ４つ（「行政のＤＸ」「産業のＤＸ」「社会・暮らしのＤＸ」「ＤＸを支え
る基盤整備」）の方針に基づくデジタル技術を利活用した地域課題の解決と県
民利便性の向上
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Ⅳ ４本の柱に基づく戦略の展開③
Ⅴ ふるさと振興を進める分野横断の戦略の展開

１ 岩手で働く

４-２ いわてまるごと交流促進戦略
・ ＮＹＴ効果を県全域に波及させるため、市町村等と連携して、首都圏等での
情報発信の強化を図るとともに、海外からの誘客拡大を図るため、海外の旅行
会社等へのプロモーションや宿泊施設等の受入態勢の充実【再掲】

４ 岩手とつながる

４-１ 関係人口創出・拡大戦略
・ ＮＹＴ掲載を契機とした関心の高まりを、県全域に波及させるための情報発
信の強化

Ⅴ ふるさと振興を進める分野横断の戦略の展開

３ 新しい三陸創造戦略
・ 復興道路、三陸鉄道、クルーズ船といった沿岸特有の交通ネットワークを生
かし、ＮＹＴ掲載を契機とした、盛岡を起点とした三陸地域への誘客の促進

１-２ 観光産業振興戦略
・ ＮＹＴ効果を県全域に波及させるため、市町村等と連携して、首都圏等での
情報発信の強化を図るとともに、海外からの誘客拡大を図るため、海外の旅行
会社等へのプロモーションや宿泊施設等の受入態勢の充実

ニューヨーク・タイムズ紙（ＮＹＴ）掲載を契機として施策を強化する例
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Ⅵ 総合戦略の推進と市町村等との協働

１ 総合戦略の推進
・ 人口減少に立ち向かうために、多様な主体との協働を進めながら、本戦略に定
めた取組を着実に推進

・ 戦略の各施策とＳＤＧｓに掲げる17のゴールを関連付け、多様な主体がそれぞ
れ連携・協働しながら取り組んでいく

・ ＰＤＣＡサイクルの確立と、ＫＰＩに基づく進捗管理

２ 市町村との協働体制の強化
・ ふるさと振興は、地域づくりを担う市町村との連携が不可欠であり、市町村と

県とで構築した重層的な連携体制を生かしながら、市町村ごとの特徴的な要因分
析を進め、具体的な対策の強化につなげていく

・ ふるさと振興監を中心に積極的な支援・協働体制を構築しながら、県・市町村
の総合戦略で掲げる施策が効果的に発揮されるよう取組を推進

３ 多様な主体の参画・協働の推進
・ 復興を進める過程で、多様な主体の参画やつながりが拡大
・ 本戦略の推進に当たっても、県は、県の役割を確実に果たすとともに、多様な
主体が参画した地域づくりを更に進め、ふるさと振興に取り組んでいくことが重
要



岩手とつながる

岩手で暮らす

岩手で育てる

岩手で働く

① 商工業振興戦略

⑤ 若者の就労、出会い・結婚、妊娠・出産支援戦略

⑥ 子育て支援戦略

⑦ 魅力あるふるさとづくり戦略

⑩ 保健・医療・福祉充実戦略

⑫ 関係人口創出・拡大戦略

４居住環境・コミュニティ

11 人交密度向上プロジェクト

6 農林水産業高度化推進プロジェクト

４居住環境・コミュニティ

第２期岩手県ふるさと振興総合戦略
【４本の柱、13の戦略、４の分野横断戦略】

いわて県民計画（2019～2028）

11のプロジェクト

3三陸防災復興ゾーンプロジェクト

10の政策分野

③ 新しい三陸創造戦略

① 国際研究・交流拠点地域形成戦略

2北上川バレープロジェクト

5 活力ある小集落実現プロジェクト
10 水素利活用推進プロジェクト

１健康・余暇、３教育、７歴史・文化

10参画

１健康・余暇

１健康・余暇、３教育

1 ＩⅬＣプロジェクト

⑪ ふるさとの未来を担う人づくり戦略

⑬ いわてまるごと交流促進戦略
４居住環境・コミュニティ、６仕事・収入、
７歴史・文化、８自然環境

⑧ 文化スポーツ振興戦略

4 北いわて産業・社会革新ゾーン
プロジェクト④ 北いわて産業・社会革新戦略

② 北上川流域産業・生活高度化戦略

7 健幸づくりプロジェクト

8 学びの改革プロジェクト

9 文化・スポーツレガシープロジェクト

9 文化・スポーツレガシープロジェクト

⑨ 若者・女性活躍支援戦略

６仕事・収入、９社会基盤

６仕事・収入

【参考】第２期岩手県ふるさと振興総合戦略と
いわて県民計画（2019～2028）との関係性

② 観光産業振興戦略

③ 農林水産業振興戦略

④ ふるさと移住・定住促進戦略

ふるさと振興
を進める分野
横断の戦略

６仕事・収入、９社会基盤

２家族・子育て

２家族・子育て

４居住環境・コミュニティ、５安全、
８自然環境、９社会基盤
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